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•大雪の原因 ＪＰＣＺ=日本海寒帯気団収束帯

日本海の海水
面温度が高い
蒸発する水蒸
気量が多い
多くの湿気を含
んだ列島にぶ
つかり大雪をも
たらす

20231222 11時



正月３日までの長期予報 日本気象協会



一週間を振り返って



12/9 オーバードーズで小学生搬送



•ｽﾏﾎやｺﾝﾋﾟｭｰﾀの発達は
手軽に情報を得る手段
が増えることになる
•子どもも手軽にできるの
が現状
•そこから得られる情報も
善悪を判断する力が十
分ない
•有害な情報に翻弄される
子どもが問題になる
•禁止するのが最良の方
法なのかは不明

イギリスのスナク首相が16歳未満の子どものSNSの利用を
禁止することを検討していると報じられました。

ブルームバーグは14日、スナク首相が16歳未満の子ども
を対象にSNSの利用禁止を含めた制限を検討していると報
じました。イギリス政府内で早ければ来月にも協議を始め
るとしています。
母親：「全面的な禁止には反対です。大人になったらSNS
を使いこなさないといけないので、子どもはその方法を学
ぶ必要があります。でも夜間は電源を落としたり、禁止す
るべきかもしれません」
15歳の息子：「たくさんSNSを使っているので、（全面禁
止は）少し困ります。でも禁止されたらしょうがないで
す」

科学・イノベーション・技術省のグリフィス閣外大臣は
「報道は臆測である」としながらも「子どもを守るための
検討を続けることは正しい」と話しています。イギリスで
は10月に「オンライン安全法」が成立し、SNSなどの運営
会社に対して利用者の年齢確認を厳格に行い、18歳未満に
有害な情報を見せず、13歳未満にはアカウントを持たせな
いことを義務付けました。

イギリス政府 16歳未満のSNS利用禁止を検
討か



•そんな中でこのようなこ
とが起こってしまった
•SNSで報じられる風邪
薬や咳止めの薬を多量
に飲んで浮遊感を感じ
ようとの呼びかけ
•大人と子どもの用量に
差がある
•間違えば死に至る可能
性もある
•個室の中でやっている
と親が分からない

市販薬などの過剰摂取=オーバードーズが深刻な問題とな
る中、ことし4月以降、名古屋市内でオーバードーズとみら
れる状況で、病院に運ばれた小中学生の数が17人にのぼる
ことがわかりました。
オーバードーズは、かぜ薬や咳止めなどの市販薬を過剰に
摂取することを指し、一部の若者の間で広がり、問題に
なっています。
こうした問題は名古屋市内でも起きていて、消防によりま
すと、ことし4月から11月までの8か月間で、小中学生17人
が「オーバードーズ」が原因とみられる状況で、病院に搬
送されていたことがわかりました。
17人のうち、大半は少女で、小学生が2人含まれています。
12月に入っても、問題は続いていて、関係者によりますと、
先週、名古屋市内の中学校から、前日に自宅で大量に薬を
飲んでいた女子生徒が、救急搬送されていたことがわかり
ました。
女子生徒は命に別状はないということです。SNSなどで情
報を得た若者が興味本位でオーバードーズの行為に及ぶ
ケースも多く、厚生労働省は20歳未満への市販薬の販売規
制を強化する方針です。

名古屋でも小学生2人を含む17人の少女らが病
院に搬送 市販薬の過剰摂取“オーバードー
ズ”が原因か



•このｸﾞﾗﾌを見て驚い
たことは市販薬の使
用割合が高いこと

•中学での大麻使用が
話題なったりするが

•学校教育の中でどう
教えていくか

•薬局がｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰに

•対策と支援を考える
必要がある



•左の２つの咳止め薬

•アネトン リン酸ｺﾃﾞｲﾝを
含有

•メジコン ﾃﾞｷｽﾄﾛﾒﾄﾙﾌｧ
ﾝ臭化水素酸塩水和物

•リン酸ｺﾃﾞｲﾝは麻薬性鎮
咳薬

•注意書きに服用を止め
ると頭痛・吐き気が起き
ることもある





•興味本位という人も多いとは
思う

•この記事のようにDV等の原
因で生きづらさを持つ子ども
も多い

•そんな時にSNSから咳止めを
飲めばﾌﾜﾌﾜすることを知る

•現実逃避と言えばそれまで

•国は販売規制を検討

•ネットでの購入もある

•問題の根本をどうｸﾘｱするか



紅海 フーシ派の攻撃を避けて航路変更



ｲｽﾗｴﾙのｶﾞｻﾞ侵攻副産物
•ｲｴﾒﾝのﾌｰｼ派による
紅海での海賊行為
•これを避けるために
紅海を利用したﾀﾝｶｰ
の航行を取りやめ
•全て喜望峰経由へ
•時間と費用が掛かる
•来春価格に影響が
出ると考えられる



•12月7日現在

•40ﾌｨｰﾄｺﾝﾃﾅ

•上海⇒ﾛｯﾃﾙﾀﾞﾑ 1343ﾄﾞﾙ

•単純計算で喜望峰経由だ
と1790ﾄﾞﾙとなる

•約30%の値上げ

•運輸会社で運賃を協議し
て最終運賃が決まる

•船員不足、ｺﾝﾃﾅ不足など
様々な問題が加わる



•一般的な40
ﾌｨｰﾄｺﾝﾃﾅ

•約17帖大

•この中に最
大24.5ｔの荷
物を積める

•ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙなど
の定型物以
外のもの





レカネマブ保険適応へ



新薬承認
•ｱﾙﾂﾊｲﾏｰ新薬が20
日から保険適応に

•進行を遅らせる効果
がある

•2週に１回 点滴投与

•年間280万円かかる

•70歳以上の標準家庭
で14.4万円負担

•投与は1.5年



•全てのｱﾙﾂﾊｲﾏｰ患者を対
象としていない

•ｱﾙﾂﾊｲﾏｰに罹患したばか
りの軽度認知症の患者

•症状が進めば停止

•副作用は軽度の頭痛

•0.6～0.8%にけいれんや意
識障害など生命を脅かす
重篤な副作用

•MRIでの検査を義務付け



ダイハツの不正が発覚 30年前から



史上最大規模の不正
•今年4・5月に海外向けの
車両に側面衝突ﾃﾞｰﾀの
改ざんがあったと公表
•その後第三者委員会が
精査して174件の不正が
発覚
•期間は30年以上といわ
れる
•日本独自規格軽自動車
でトップシェアを持つ



•ﾀﾞｲﾊﾂ 31.5

•ｽｽﾞｷ 30.3

•ﾎﾝﾀﾞ 19.7

•日産 11.0

•ﾄﾖﾀ ｽﾊﾞﾙの
合計約15％

•ﾀﾞｲﾊﾂがOEM
生産





•ヘッドレストの安全性試験結果⇒助手席のデータを
そのまま運転席に

•エアバッグの伸展試験ではタイマーでコントロール

•現在販売されている全ての車種に不正があるという

管理職はほとんど現
場に行くこともなく、
経営者は認証に無
関心だったという

国の認証制度にも問題







ダイハツという会社
•明治40年 国産のｴﾝｼﾞﾝ開発目的に会社設立

•大阪高等工業学校（現在の大阪大学工学部）の学者
や技術者が中心

•昭和5年 ｵｰﾄ三輪車を開発

•大阪・発動機 ＞ダイハツ号という名に

•昭和26年にダイハツ工業に改名

•昭和32年に発売したﾐｾﾞｯﾄが人気 東南ｱｼﾞｱに輸出

•これをきっかけに軽自動車を中心に生産する会社へ



競争激化する業界の中で
•軽自動車という日本独自のカテゴリーの中で発展

•スズキとの間での競争が激化

•昭和42年 トヨタ自工と業務提携

•平成10年 トヨタ自工の傘下に入る

•平成28年 トヨタ自工の子会社になる

•令和１年 トヨタ自工とスバルが技術提携関係に

•このような関係の中で成長してきた



会社の社風と競争の中で
•外国製のｴﾝｼﾞﾝに対抗しようとしてスタート

•日本の技術が海外と肩を並べる力を持つ

•日本の技術が海外えを上回る力を持つ

•開発はスピーディーに ＞短期間開発当たり前

•様々な試験に合格するのは当たり前

•＞コストを削減可能 ＞人員を減らせることが可能

•このﾌﾟﾚｯｼｬｰの中で今回の不正が発生した



今後どうなるのか
•ダイハツは新車製造を停止 ＞出荷も停止

•国土交通省が監査に入る

• ＞監査終了までは生産できず

•形式認証が取り消されると大変なことになる

•輸出車については各国の状況に応じて対応

•すでに購入契約しているﾕｰｻﾞｰ対策をどうするのか

•現在所有しているﾕｰｻﾞｰ対策をどうするのか

• ＞品質や性能は正常な状態の90％程度

HP上では現状ではお待ち
いただくというお願い

従業員をどうするか
特に派遣社員やアルバイト



今後どうなるのか 海外問題除く
•形式証明がどうなるのかがポイント

•トヨタ自工とすでに様々な再テストを行っているらしい

•対応策をとって何とかなるなら打撃は小さい

•形式証明が停止されると

• 排気ガスで不正があった日野自動車（トヨタ傘下）

• 三菱ふそうトラックと合併しﾀﾞｲﾑﾗｰｸﾞﾙｰﾌﾟ下に

•ダイハツは今後トヨタの傘下で単独再起を図るか他
社との協業による再建のどちらかを選択することに



•自動車産業は総合組
み立て工業

•本体の工場だけでなく
様々な下請け企業が存
在する

•全国で8136社

•売上2.2兆円 操業停止
長引くと被害拡大

•中古車市場でも影響が
大きい

帝国データバンクは21日、ダイハツ工業の品質認証試験
の不正を受けた出荷停止による、国内の取引先企業への
影響をまとめた。ダイハツと取引のある企業は、間接的
に納入する下請け企業も含めると全国で8136社あると推
計し、ダイハツ向けの売り上げは合計で2兆2110億円に上
る。ダイハツが全車種の出荷を一時停止するなかで、国
内の製造業を中心に影響が広がりそうだ。
ダイハツに部品などの商品やサービスを提供する企業と、
納入額を推計した。帝国データが保有するデータをもと
に、売上高の1%以上がダイハツ向けの企業を対象にして
いる。ダイハツと直接取引のあるTier1企業が921社、2次
取引のTier2が4945社、Tier3が2114社ある。Tier5企業ま
での8136社のダイハツ向けの売り上げは2兆2110億円に
のぼり、ダイハツ向けの売り上げ依存度の平均は4.2%と
いう。
ダイハツは20日に開いた記者会見で、自動車の生産に直
結する部品を直接仕入れている企業が全部で423社あると
説明していた。ダイハツへの依存度の高い中小企業には
補償を検討するとしているが、下請け企業を含めると、
さらに大きな影響が出る可能性がある。

ダイハツ取引先8000社超､不正影響
大きく 帝国データ



郵便料金来秋から値上げか？



まだ決定ではないが



郵便の赤字が拡大



郵便の現状
•SNSの発達でメールが身近なものになっている
•SNSはすぐに届くしすぐ返事が来る
•一般業者がメール便を扱うようになる
•現在ポストに投函される郵便が激減
•日本全国津々浦々までカバーしている郵便集配
•この制度自体を見直しする必要があるのだろう
•民営化されて業務体質は変化している
•先日完成した麻布台ヒルズ
•旧逓信省庁舎がありJPｸﾞﾙｰﾌﾟ飯倉ビル この再開発

麻布台森JPヒルズ



国が訴えた辺野古問題の判決が出る



辺野古工事承認
•9月 最高裁で出た判決

•辺野古改良工事にOKを出さな
い沖縄県を国の是正勧告聞か
ないことは違法

•この結果を沖縄県が受け入れ
ないので国が高裁に提訴

•その判決は水曜に出される

•国の訴えを全面支持

•公共の福祉の利益がポイント



地方自治体と国の関係
•1947年に制定された地方自治法

•大日本国憲法下では地方自治は認められず

•＞「政治はお上のもの」という抜きがたい中央専制的
観念が支配

•戦後GHQの指導の下に地方自治が確立される

•基本理念 全国的な規模や視点に立った施策や事
業は国が行う

•住民に身近な行政は地方公共団体が行う

政治体制の民主化



地方自治体と国の関係
•国の監督権の問題
•地方自治が独り立ちできるのか
•1999年 地方自治法改正 2000年施行
•国と地方の関係が上下・主従の関係から対等・協力
の関係に変わる
•地方分権型行政システム（住民主導 の個性的で総
合的な行政システム）が構築
•辺野古の問題は沖縄県人の生活・感覚をどう考える
•今回の判決で国の自治体への介入が肯定される



ガザ問題



•ガザ最大級の地下
トンネル発見したと
イスラエル軍発表

•坑内は広く小型の
車両も通行可

•レールも施設

•排水機能や通信機
能もある

•重要な役割があっ
たのではないか

【12月18日 AFP】パレスチナ自治区ガザ地区（Gaza Strip）で攻
勢を強めているイスラエル軍は17日、イスラム組織ハマス
（Hamas）が造ったとされる、これまでに見つかった中で最大級
の地下トンネルを新たに発見したと発表した。このトンネルは、
イスラエルとガザの境界にあるエレズ（Erez）検問所付近で見つ
かった。AFPカメラマンによると、小型車両が通れるほどの広さ
がある。

イスラエル当局によれば、トンネルは数百万ドルを投じ、何年
もかけて建設されたもので、レールや電気、排水路、通信網も完
備されている。

一方、ハマスが運営するガザの保健当局は、17日のイスラエル
軍の攻撃で新たに数十人が死亡したと発表した。



イスラエル軍 人質３人を射殺



•ガザ侵攻を続けるｲｽ
ﾗｴﾙ軍が人質を射殺

•男性3人 ﾍﾌﾞﾗｲ語で
「助けて」と叫ぶ

•ﾊﾏｽの自爆攻撃を想
定し罠だと考えた

•ｲｽﾗｴﾙ軍は全ての責
任があると発表

•国内の反発必至

イスラエル軍幹部は１６日、パレスチナ自治区ガザ地区北部の
シュジャイヤで同軍兵士が誤って殺害したイスラエル人の人質３
人について、１人が当時、白い旗を掲げていたと明らかにした。
イスラエルメディアなどが報じた。白旗は降伏の意思や戦意がな
いことを示すのに使われる。遺族らの反発は必至で、ネタニヤフ
政権への批判が強まりそうだ。

同軍の初期調査によると、兵士が３人に気づいた際、全員が
シャツを着ておらず、うち１人は白い旗がついた棒を掲げていた。
兵士は向かってくる男性たちをイスラム組織ハマスがわなに誘い
込もうとしていると考えて発砲。他の兵士に向かって「テロリス
トだ」と叫んだという。２人はその場で殺害され、１人は建物の
中に逃げ込んだ。建物内からイスラエルの公用語であるヘブライ
語で「助けて」と叫ぶ声が聞こえ、司令官は発砲しないよう命令。
しかし、負傷した男性が建物から再び出てきた際に別の兵士に射
殺されたという。

イスラエル軍は１５日、ハマスに拘束されていた３人を誤って
殺害したと発表。３人が現地にいた理由は不明だが、自らハマス
の拘束から逃れたか、ハマスによって現地に取り残された可能性
がある。軍のハガリ広報官は同日、「軍に全ての責任がある。多
くのテロリストと遭遇する戦闘地域で起きた悲劇的な出来事だ」
と述べていた。 イスラエル国内では残る人質の解放を求める声
が強まっている。【松本紫帆、カイロ金子淳】

誤って射殺の人質「白旗を掲げていた」 イスラエル
政権に批判必至



•21日のﾆｭｰｽでは死者が2
万人を超えたと
•子どもの死者8000人超え
•行方不明者も多い
•医療従事者300 記者86
UNRWA 135 が含まれる
•負傷者も5.1万人以上
•病院は８/３６が稼働
• ＩＣＵの稼働率250％
•これまで2.2万個所が攻撃
されたと発表

（ＣＮＮ） パレスチナ自治区ヨルダン川西岸地区ラマラ
の保健省は１７日、１０月７日から１２月１５日までにパ
レスチナ自治区ガザ地区で死亡した約１万８８００人のパ
レスチナ人のうち７割が女性と子どもだったと明らかにし
た。
保健省によれば、死者の中には、３００人余りの医療分野
の労働者、８６人の記者、１３５人の国連パレスチナ難民
救済事業機関（ＵＮＲＷＡ）の従業員、約３５人の民間防
衛チームのメンバーが含まれる。
保健省によれば、５万１１００人余りの負傷者が報告され
ているほか、行方不明者も多数いる。
保健省によれば、ガザでは３６の病院のうち８カ所だけが
部分的に機能している状況で、病床の稼働率は２０６％、
集中治療室（ＩＣＵ）の稼働率は２５０％急増した。
ＣＮＮはこうした数字を独自に確認できていない。保健省
は、イスラム組織ハマスが実効支配しているガザの病院か
らの情報を受け取っている。
イスラエル軍によれば、ハマスがイスラエルに攻撃を行っ
た１０月７日以降、１２月１０日までの時点で、ガザで２
万２０００カ所余りの標的に対して攻撃を行った。

ガザでの死者、７割が女性と子ども パレス
チナ保健省



•ｲｽﾗｴﾙの研究所の調
査 ﾕﾀﾞﾔ503人ｱﾗﾌﾞ101人

•ｶﾞｻﾞ攻撃を続けるｲｽﾗ
ｴﾙ軍の行動に対して

•ｶﾞｻﾞの住民の苦しみを
考える必要なし

•ﾕﾀﾞﾔ系 81%

•考えるべきだ

•ｱﾗﾌﾞ系 83%

•政治的立場で差あり

イスラエルのユダヤ人の多くは、パレスチナ自治区ガザ地区での
軍事作戦でパレスチナ人の苦しみを考える必要がないと考えてい
る――。シンクタンクのイスラエル民主主義研究所が19日に発表
した世論調査から、そんな実態が浮かび上がった。イスラム組織
ハマスが実効支配するガザへの攻撃を緩めないイスラエル政府や
同軍に対し、国内のユダヤ人から強い支持があることがうかがえ
る。調査はネットや電話でのインタビュー形式で12月11～13日、
503人のユダヤ系と101人のアラブ系の男女を対象に実施された。
イスラエルは人口の大半がユダヤ系だが、アラブ系の市民（パレ
スチナ人）も2割ほどいる。

発表によると、「軍事計画を立てる際に、どの程度ガザの人た
ちの苦しみを考慮するべきか」との設問に対し、ユダヤ系は「ほ
とんど考えるべきではない」「あまり考えるべきではない」の答
えが合わせて81%を占めた。10月中旬の調査でも同様の傾向がみ
られ、回答の割合は、ほとんど違いがなかったという。

一方でアラブ系は反対の傾向がみられ、「大いに考えるべき
だ」「かなり考えるべきだ」が計83%だった。 また、ユダヤ系
の回答には政治的な立場によって違いがあり、右派の89%、中道
の77・5%、左派の53%がそれぞれ「考えるべきではない」と答え
た、としている。

イスラエルのユダヤ人、8割が「ガザの人の
苦しみ考慮する必要なし」



法的秩序が失われたガザ
•ﾊﾟﾚｽﾁﾅの人々は長引く侵攻で家を失い家族を失っ
ている

•食糧や医薬品も不足している

•国連の支援物資を略奪する場面も見られる

•ｲｽﾗｴﾙ軍の横暴も

•ガザの商店に押し入って商品を投げ捨てる映像

•ｲｽﾗﾑ寺院でユダヤ教の礼拝を行う など





•ｶﾞｻﾞ住民の85%避難民
•人口28万人のラファに47
万人が押し寄せる
•簡易なﾃﾝﾄ生活
•ﾄｲﾚを探すのに苦労
•衣服や布団もない
•食糧もない
•火を起こす薪もない
•衛生環境最悪

•私たちは何をしたのか



•安保理で新たな
決議案が検討さ
ている

•ﾊﾏｽの最高責任
者がｴｼﾞﾌﾟﾄに

•休戦交渉に助力
を要請

•ｲｽﾗｴﾙ側も対応

•新たな休戦も





アメリカ大統領選挙問題



立憲政治の根幹に関わる選挙
•アメリカ大統領選挙はアメリカ国民だけでなく世界全
体でしっかり監視していかなくてはならないだろう

•ﾄﾗﾝﾌﾟ氏は「ﾛｼｱのｳｸﾗｲﾅ侵攻」「ﾊﾏｽのｲｽﾗｴﾙ攻撃」
は自分が大統領であればなかったことだと発言

•どのような根拠があるのか

•＞ﾌﾟｰﾁﾝと仲が良い だから侵攻しなかったのか

•＞ｲｽﾗｴﾙの首都をｴﾙｻﾚﾑにしたのはﾄﾗﾝﾌﾟ氏

•＞そんな人の話をハマスが聞くのか



そんな中で行われる選挙
•ﾌﾟｱﾎﾜｲﾄを刺激したのがﾄﾗﾝﾌﾟ氏でありﾃﾞｻﾝﾃｨｽ氏

•ｷﾘｽﾄ教福音派と深いつながりを持つ共和党

•未だにｴﾙｻﾚﾑに神が降臨すると考えている人が多い

•ﾊﾞｲﾃﾞﾝ氏は真面目な話しぶりでカリスマ性なし

•ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領が放置したｺﾛﾅ渦の後始末をした

•その後ｲﾝﾌﾚが進行してしまった

•民主党を支持する若者の左傾化



•トランプ派といわれるジョンソ
ン下院議長

•政府つなぎ予算案を可決

•ｳｸﾗｲﾅ・ｲｽﾗｴﾙ支援の予算を
分離したことによって上下院
の与野党に受け入れられた

•このことから柔軟性のある人
物であるとの評価

•ただ本予算はまだ策定されて
おらず課題は大きい



共和党のトランプ党化進む
•12月6日 共和党ﾏｯｶｰｼｰ議員が年内で辞任を示唆

•共和党の前下院議長

•1月の下院議長選出でもめる

•10月に共和党の強硬派との権力闘争で敗北

•24年の会計予算の成立で妥協したことが原因

•中心に動いたゲーツ下院議員はﾄﾗﾝﾌﾟ支持派

•彼を中心とする勢力は30人未満だが民主党議席と
の差が少ないためｷｬｽﾃｨﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞとなる



トランプ前大統領の裁判
•12月1日 連邦地裁はﾄﾗﾝﾌﾟ氏の2020年大統領選挙の結
果を覆そうとして起訴された問題で大統領免責特権は適
用されずと判断
•大統領在任中の行為は退任後は刑事責任を問えず
•前例がない中で刑事責任が問えるかを判断したのは初
•言論の自由を侵害するとしたﾄﾗﾝﾌﾟ氏の主張も退けた
•来年の３月から裁判が開始される
•トランプ氏側が今回の判断を不服として高等裁判所、最高
裁判所に上訴すると審理は長くなってしまう
•大統領選のどう影響するのか？



ｼﾞｮｰｼﾞｱ州での選挙介入刑事裁判
•12月6日 この問題に関する裁判の証人リストにﾍﾟﾝ
ｽ元副大統領が掲載されたことが確認された

•ﾍﾟﾝｽ元大統領は大統領選結果を覆す試みを巡る裁
判で連邦大陪審で証言している

•2021年1月6日 ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領はﾍﾟﾝｽ氏に「大統領選
の最終結果を承認する議会手続きで結果を履がせ
よ」と公然と圧力をかけたと証言している



大統領選挙への影響
•大統領経験者の返り咲きを狙うトランプ氏

•進行中の４つの刑事裁判

•いずれかの裁判で１審判決が出る可能性が大きい

•世論調査では有罪判決が出た場合「支持しない」と
する声が大きいという

•「政治的で不当な起訴」と反感を持つ勢力も存在

•裁判の結果 有罪無罪、量刑がどうか、拘置の有無
で投票結果に大きく影響する



トランプ氏の大統領選挙出馬はダメ



コロラド州最高裁で判決が出る
•連邦議会襲撃に関与
したとしてﾄﾗﾝﾌﾟ氏の
公職に就くことを禁ず
る法に抵触

•3月に行われる予備
選を対象とする

•トランプ氏は不服とし
て連邦最高裁に上訴

•最高裁は共和党有利

[ワシントン １９日 ロイター] - 米コロラド州最高裁判所は１９
日、トランプ前大統領の支持者が２０２１年に連邦議会議事堂
を襲撃した事件への関与を巡り、来年の同州大統領選でトラン
プ氏の出馬資格を認めない判断を示した。州最高裁はトランプ
氏が暴動に関与したとし、支持者らの議事堂襲撃をあおった同
氏は、反乱などに関わった者が公職に就くこと禁じる憲法の規
定に抵触したとした。米史上において合衆国憲法修正第１４条
３項に基づき、このような判断が下される大統領候補はトラン
プ氏が初めて。４対３の判断だった。下級審の判断を覆したこ
の判決は来年３月５日のコロラド州共和党予備選にのみ適用さ
れるが、その結果は１１月５日の本選挙における同州でのトラ
ンプ氏の立場に影響を与える可能性がある。
無党派の選挙予測によると、コロラドは民主党が優勢で、トラ
ンプ氏の立場にかかわらず、バイデン現大統領が同州を制する
可能性が高い。多数派の判事は「軽々しくこの結論に達してい
ない。われわれは問題の大きさと重さに留意している。同様に、
恐れや好みを抱くことなく、世間の反応に左右されず、法を適
用する厳粛な義務に留意している」とした。トランプ氏はこの
判決を不服として連邦最高裁に上訴すると表明。同氏の陣営は
判断について「欠陥がある」、「非民主的だ」とした。１月４
日まで上訴する時間が設けられる。



バイデン大統領は盤石なのか
•高齢問題 医師団からは大丈夫と言われているが
• 失言や転倒することが度々ある
•景気が良ければ現役が強いが来年どうなるか
•現状でも物価高は貧困層や学生ﾛｰﾝ抱える層に不評
•イスラエル支持に対して若者が反発
•ﾒｷｼｺからの不法越境者問題も大きい
•国境を接する州の知事は共和党 越境者を東部に送る
•麻薬中毒問題など
•不安材料が多く存在する



ｱﾒﾘｶをけん引する若い力はないのか
•バイデン氏 81歳 トランプ氏 77歳

•最年少は ジョン・F・ｹﾈﾃﾞｨｰ氏の43歳236日
•バラク・オバマ氏 47歳169日 2期務める
•ジョージ・ブッシュ氏 54歳198日 ２期務める
•ビル・クリントン氏 46歳154日 ２期務める
•パパブッシュ氏 64歳222日 １期務める
•ロナルド・レーガン氏 69歳349日 ２期務める
•つまり、どちらがなっても高齢であることには変わりない



現在の有力な対抗勢力
•民主党 バイデン氏の対抗勢力はいない

•＞ロバート・ケネディ・ジュニアがいたが無所属へ
• 2つの政党とそれらを支配する腐敗した権益、そして政府職員を大企業の奉公
人におとしめた憎しみや怒り、腐敗とうそに支配されたシステムからの独立を
宣言する

•共和党 トランプ氏 59% 12/11現在

•ﾆｯｷｰ・ﾍｲﾘｰ元国連大使 15% 繁栄のための米国人アクション 支持

•ﾛﾝ・ﾃﾞｻﾝﾃｨｽ・フロリダ州知事 13%

•ﾏｲｸ・ﾍﾟﾝｽ元副大統領 撤退
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